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地方公務員の働き方改革の推進

１．勤務環境の整備・改善

① 長時間労働の是正

･･･ 時間外勤務の上限規制を実効的に運用するための取組を推進するための通知や事例集を発出

② ワークライフバランス推進・多様で柔軟な働き方の推進

･･･ 早出遅出勤務やフレックスタイム制の活用、年次有給休暇の取得促進等に取り組むよう通知を発出

③ 男性職員の育児休業等の取得促進

･･･ 男性職員の育児休業取得率等の数値目標設定や好事例の紹介など、取得促進に向け通知を発出

④ テレワークの推進

･･･ 未導入団体に対し、特別交付税措置などの各種支援策等を活用し積極的に取り組むよう通知を発出

⑤ ハラスメント防止対策

･･･ 各種ハラスメントを防止するために必要な雇用管理上の措置を速やかに講ずるよう通知を発出

２．安全衛生

① 職場環境の改善

･･･ 長時間勤務者に対する医師による面接指導の実施、ストレスチェックの実施・集団分析結果の活用等

を推進するよう通知を発出

② メンタルヘルス対策の着実な実施

･･･ メンタルヘルス対策に関する計画等の策定等を通じたメンタルヘルス対策の着実な実施等に関する

通知を発出
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◎ 非現業の地方公務員 ◎ 現業（＊）の地方公務員

45ｈ 80ｈ 100ｈ 45ｈ 80ｈ 100ｈ

原
則

他律
部署
＊１

＊１ 他律的業務（業務量、業務の実施時期その他の業務の遂行に関する事項を
自ら決定することが困難な業務）の比重が高い部署

＊２ 大規模災害への対処、重要な政策に関する法律の立案、他国又は国際機関との
重要な交渉その他の重要な業務であって特に緊急に処理することを要するもの

○月45ｈ以下

○年360ｈ以下

○月100ｈ未満 ○２～６月平均80ｈ以下

○年720ｈ以下 ○月45ｈ超は６月まで

原
則

＊３ 特別条項付きの36協定締結（臨時的な特別の事情があって労使合意）の場合

＊４ 人事院規則のように要因の整理分析等を求める労働基準法上の規定はない
（総務省から、各団体における要因の整理分析等の実施を依頼）

○月45ｈ以下

○年360ｈ以下

○月100ｈ未満 ○２～６月平均80ｈ以下

○年720ｈ以下 ○月45ｈ超は６月まで

＊ 労働基準法別表第１に掲げる事業の職員

労働基準法第33条第３項により超過勤務が命令可能。
（労働基準法の上限規制は直接適用されない。）
→ 国家公務員の上限規制（人事院規則15-14）を踏まえ、

総務省から、条例、人事委員会規則等の改正を依頼。

労働基準法の上限規制が直接適用され、超過勤務は原則不可。
→ 労働基準法第36条に基づき、労使合意（36協定の締結・届出）

により超過勤務が命令可能。違反時の罰則規定あり
（第119条第１号、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金）。

×
特例業務（＊２）に従事の場合、適用除外可能
→６か月以内に要因の整理分析等

同上 同上

時間外勤務時間の上限

健康確保措置の強化

地方公務員に直接適用される労働安全衛生法については、最低基準として遵守が義務付けられるべきものと整理。国家公務員との均衡を図る
観点から、総務省からは、国家公務員の健康確保措置（人事院規則10-4）を踏まえ、関係規定や体制の整備等を依頼。
→ 面接指導の強化（対象となる超過勤務は、①月100ｈ以上 ②２～６月平均80ｈ超 ③月80ｈ超かつ本人の申出）（①・②は人事院規則の規定）
→ 職員の超過勤務時間の適切な把握
→ 産業医の機能強化等

※ 労働基準監督機関の職権は、一定の現業（注）に従事する職員の場合を除き、人事委員会又はその委任を受けた人事委員会の委員
（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の長）が行う（地方公務員法第58条第５項）。

注 労働基準法別表第１第１号から第10号まで及び第13号から第15号に掲げる事業（製造業、鉱業、土木・建築、交通、港湾、農林、牧畜・水産、商業、金融・広告、映画・演劇、保健・衛生、娯楽・接客、清掃・と畜）

×
災害等による臨時の必要がある場合に限り、

事前許可・事後届出で勤務命令可能（＊４）

特別
条項
＊3

労使合意（36協定の締結・届出）

地方公務員の時間外勤務の上限規制制度等について
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時間外勤務時間の上限規制及び健康確保措置の適正な運用について

原則： 使用者の現認 または タイムカードの記録等の客観的な記録を基礎とした確認、記録

例外： 職員からの自己申告により把握（ただし、職員・勤務管理者への十分な説明、適切な事後確認等の措置を講じること等が必要）

・ 定められた上限時間を超えた時間外勤務は原則命令不可

・ 上限時間を超えた時間外勤務が命令可能となるのは、以下の場合のみ

非現業の公務員 ： 特例業務（重要な業務で特に緊急に処理することを要するもの）に従事の場合

⇒ただし、範囲は必要最小限としなければならず、職員に対して特例時間外勤務であることの通知を行う必要あり。

現業の公務員 ： 災害等による臨時の必要がある場合

⇒労働基準監督機関に対する事前許可又は速やかな事後届出を行う必要あり。

原則： 使用者の現認 または タイムカードの記録等の客観的な記録を基礎とした確認、記録

例外： 職員からの自己申告により把握（ただし、職員・勤務管理者への十分な説明、適切な事後確認等の措置を講じること等が必要）

・ 定められた上限時間を超えた時間外勤務は原則命令不可

・ 上限時間を超えた時間外勤務が命令可能となるのは、以下の場合のみ

非現業の公務員 ： 特例業務（重要な業務で特に緊急に処理することを要するもの）に従事の場合

⇒ただし、範囲は必要最小限としなければならず、職員に対して特例時間外勤務であることの通知を行う必要あり。

現業の公務員 ： 災害等による臨時の必要がある場合

⇒労働基準監督機関に対する事前許可又は速やかな事後届出を行う必要あり。

① 適切な勤務時間の把握と上限規制の遵守

長時間勤務を命令せざるを得ない場合は以下の取組を実施

☑ 客観的な方法による勤務時間の把握 （⇒「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」参照）

☑ 上限時間の設定の手続（他律的業務の比重が高い部署の指定や36協定の締結）は、あらかじめ有効に実施し、職員に周知されている必要

☑ 把握した労働者の労働時間に基づき、事業主が面接指導の対象者を特定

☑ 要因の整理・分析・検証を踏まえ、業務量の削減や業務の効率化、人員の適正配置等の時間外勤務縮減に向けた適切な対策を実施。

☑ 記録を活用し、適切に情報を収集した上で、時間外勤務の要因の整理・分析・検証を実施。

☑ 部署、氏名、期間・時間数、業務概要、回避できなかった理由等の記録を作成。

☑ 面接指導を実施し、産業医から実施結果の記録及び必要な措置を聴取

③ 時間外勤務に係る要因の整理分析及び事後措置の実施

⇒産業医への該当者の情報提供（勧奨を実施）。本人に通知。

⇒産業医の意見を勘案し、必要な就業上の措置を実施。

※時間外勤務時間算定の期日前１箇月以内に面接指導を受けた職員など、医師が面接指導を受ける必要がないと判断した場合(*)以外は、面接指導の実施が必要
（*このように判断できるのは、時間外勤務が２～６月平均80h超の場合及び月80h超かつ本人の申出があった場合）

② 長時間勤務者に対する健康確保措置

☑ 把握した労働者の労働時間に基づき、事業主が面接指導の対象者を特定

☑ 面接指導を実施し、産業医から実施結果の記録及び必要な措置を聴取
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地方公務員の時間外勤務の状況①

■ 時間外勤務の時間数の状況（全体、過年度との比較）

➢ 職員１人当たりの時間外勤務時間は、全団体で年間148.2時間となっており、
前年度比で15.4時間増加している。

出典：令和３年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果

令和元年度 令和２年度 令和３年度 R2→R3
増減

（時間/月）

R2→R3
増減

（時間/年）時間/月 時間/年 時間/月 時間/年 時間/月 時間/年

全体 11.9 142.3 11.1 132.8 12.4 148.2 1.3 15.4

都道府県 13.1 157.0 13.3 160.0 14.5 173.6 1.2 13.6

指定都市 12.5 149.7 11.8 141.8 13.1 157.5 1.3 15.7

市区町村 11.2 134.5 9.9 119.3 11.3 135.4 1.4 16.1

〇超過勤務
（所定外労働時間）の状況（参考）

国家公務員 ２１７時間
（令和３年・年間）
民間労働者 １３９時間
(令和３年・年間・事業所規模30人以上）



6

地方公務員の時間外勤務の状況②

■ 時間外勤務の時間数が月45時間を超える職員の状況（全体、昨年度との比較）

〇月45時間超の職員の割合は全体で5.6％（前年度比＋0.8％）となっており、いずれの団体区分においても前年度に比べて増加している。
〇月100時間超の職員の割合は全体で0.5％（前年度比＋0.1％）となっており、いずれの団体区分においても前年度に比べて増加 している。

出典：令和３年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果

令和２年度 令和３年度 R２→R３ 増減

調査対象
延べ人数
（年間）

45時間超
調査対象
延べ人数
（年間）

45時間超 45時間超45時間超
100時間
未満

100時間
以上

45時間超
100時間
未満

100時間
以上

45時間超
100時間
未満

100時間
以上

全体

13,023,236 624,859 575,036 49,823 12,663,252 713,591 645,461 68,130 88,732 70,425 18,307

(100.0%) (4.8%) (4.4%) (0.4%) (100.0%) (5.6%) (5.1%) (0.5%) 0.8 0.7 0.1

都道府県

3,272,933 209,727 190,717 19,010 3,175,453 233,897 209,842 24,055 24,170 19,125 5,045

(100.0%) (6.4%) (5.8%) (0.6%) (100.0%) (7.4%) (6.6%) (0.8%) 1.0 0.8 0.2

指定都市

1,911,380 97,735 90,690 7,045 1,858,848 110,338 100,784 9,554 12,603 10,094 2,509

(100.0%) (5.1%) (4.7%) (0.4%) (100.0%) (5.9%) (5.4%) (0.5%) 0.8 0.7 0.1

市区町村

7,838,923 317,397 293,629 23,768 7,628,951 369,356 334,835 34,521 51,959 41,206 10,753

(100.0%) (4.0%) (3.7%) (0.3%) (100.0%) (4.8%) (4.4%) (0.5%) 0.8 0.7 0.2



自治体取組事例（時間外勤務の縮減①）

7

出典：地方公共団体における時間外勤務縮減に向けた要因の整理・分析・検証等に関する事例集（令和４年12月）



自治体取組事例（時間外勤務の縮減② ）

8
出典：地方公共団体における時間外勤務縮減に向けた要因の整理・分析・検証等に関する事例集（令和４年12月）



各種早出遅出勤務・フレックスタイム制度の導入状況
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出典：令和３年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果

○ 育児・介護のための早出遅出勤務の導入は市区町村では68.9％（全体で69.8％）と高水準。その他の目的

の早出遅出勤務制度は、特に市町村で低水準となっている傾向にある。

○ フレックスタイム制度は、近年増加傾向であるが、市区町村では4.4％（全体で5.1％）と低水準にある。

＜早出遅出・フレックスタイム制度の導入状況＞

業務上
通勤混雑
緩和

疲労蓄積
防止

修学等
障害の
特性等

育児・
介護

34 39 24 24 29 45 15

(72.3%) (83.0%) (51.1%) (51.1%) (61.7%) (95.7%) (31.9%)
17 12 10 7 10 17 2

(85.0%) (60.0%) (50.0%) (35.0%) (50.0%) (85.0%) (10.0%)
759 245 122 76 118 1,186 75

(44.1%) (14.2%) (7.1%) (4.4%) (6.9%) (68.9%) (4.4%)
810 296 156 107 157 1,248 92

(45.3%) (16.6%) (8.7%) (6.0%) (8.8%) (69.8%) (5.1%)
全体

区分

早出遅出勤務の事由
フレックス
タイム制度

都道府県

指定都市

市区町村



自治体取組事例（フレックスタイム制の導入①）

10出典：「人事院規則１５－１４（職員の勤務時間､休日及び休暇）の一部改正等について（令和５年１月20日総行公第６号）」別添３－２

奈良県におけるフレックス制度



自治体取組事例（フレックスタイム制の導入②）
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出典：「人事院規則１５－１４（職員の勤務時間､休日及び休暇）の一部改正等について（令和５年１月20日総行公第６号）」別添３－２

鳥取県におけるフレックス制度



地方公共団体におけるテレワークの推進について
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導入を検討
導入予定なし・

未定

47（47） 0（0）
100％（100％） 0％（0％）

20（20） 0（0）
100％（100％） 0％（0％）

1,083（849） 638（872） 96 542
62.9％（49.3％） 37.1％（50.7％） 5.6% 31.5%

491（432） 73（124） 25 48

87.1%（77.7％） 12.9%（22.3％） 4.4% 8.5%

426（310） 254（362） 45 209

62.6%（46.1％） 37.4%（53.9％） 6.6% 30.7%

166（107） 311（386） 26 285

34.8%（21.7％） 65.2%（78.3％） 5.5% 59.7%

1,150（916） 638（872） 96 542
64.3%（51.2％） 35.7%（48.8％） 5.4% 30.3%

導入 未導入

　100名以下　

合計［1,788］

都道府県［47］

指定都市［20］

市区町村［1,721］

　301名以上　 

　101名以上
　300名以下

［564］

［680］

［477］

テレワーク導入
について専門家
（テレワークマ
ネージャー）が
無料でアドバイス
を実施
(※ 令和４年度より厚生労働省の
関連事業と一体的に運用)

総務省の支援策

情報提供

地方公共団体に
おけるテレワーク
推進のための手引
きや市町村におけ
るテレワーク導入
事例集を作成・配
布

地方公共団体に
おける職員向けテ
レワークの導入に
係る経費について、
特別交付税措置を
実施
（措置率:0.5）

財政支援 人的支援

テレワーク導入の意義

○ 地方公共団体におけるテレワークの導入状況（令和４年10月１日現在）は、

都道府県及び指定都市では全団体で導入されているが、

市区町村では1,083団体（62.9%）と、前年同時期（849団体(49.3%)）

から着実に増加しているものの、約４割の団体が未導入。

特に、小規模の市町村において導入を進めることが課題。

①職員一人ひとりが多様な働き方を実現できる「働き方改革」の切り札

②業務の効率化が図られることで行政サービスの向上にも効果

③災害時や感染症の流行時における行政機能維持のための有効な手段

※ 上段は団体数、下段は割合
※ （ ）内は前回調査（令和3年10月1日現在）の数値
※ 「導入」には「試験的・実験的に導入」を含む。
※ 「市区町村」は、一般行政職員数別に分類し内訳を表示

テレワークの導入状況

・ 情報セキュリティの確保に不安がある (74.9％)

・ 多くの職員がテレワークになじまない窓口業務等に従事している
(74.8％)

・ テレワーク導入のためにコストがかかる (67.4％)

・ 電子決裁ができない (66.0％)

・ 紙資料の電子化が進んでいない (56.6％)

＜導入していない理由 (上位５項目)＞ ※複数回答可

＜導入状況＞ （令和４年10月１日現在）



自治体取組事例（テレワークの導入①）

13
出典：市町村におけるテレワーク導入事例集（令和５年４月）



自治体取組事例（テレワークの導入②）

14
出典：市町村におけるテレワーク導入事例集（令和５年４月）



男性職員の育児休業取得促進について
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出典：国家公務員の育児休業等の取得状況のフォローアップ
（令和４年１２月６日内閣官房内閣人事局）
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○ 共働き世帯が増加する中で、男性の育児参加の促進が喫緊かつ重要な課題
○ 男性がまとまった期間、育児のための休暇等（配偶者出産休暇など）を取得することは、
・本人にとって、今後も長く続く子育てに能動的に関わる契機となるだけでなく、
・事業主（団体）にとっても、
➤働き方改革、性別による固定的役割分担意識の打破
➤子育て等に理解のある職場風土の形成や、妊娠・出産を控える職員への理解が広がり、ひいては、
マタニティハラスメント等の減少にも資する。

■男性が一定期間、育児等のための休暇等を取得することの意義

（１）国家公務員（常勤職員・男性）の育児休業取得率 （２）地方公務員（常勤職員・男性）の育児休業取得率

第4次男女共同参画計画に定める
成果目標：13％（令和2年）

第5次男女共同参画計画に定める
成果目標：30％（令和7年）

第4次男女共同参画計画に定める
成果目標：13％（令和2年）

第5次男女共同参画計画に定める
成果目標：30％（令和7年）

15

出典：令和３年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果



自治体取組事例（仕事と家庭の両立支援①）

16

出典：ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会（第９回）鹿児島県説明資料



自治体取組事例（仕事と家庭の両立支援②）

17

出典：ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会（第11回）佐賀県説明資料



出典：総務省自治行政局公務員部公務員課、安全厚生推進室「令和３年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」

健康確保措置の実効的な運用について
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《ストレスチェック実施後の集団分析結果の活用状況（令和３年度）※複数回答》

① ストレスチェック（心理的な負担の程度を把握するための検査）の実施

② 長時間勤務者に対する医師による面接指導の着実な実施

 出先機関の職員は、オンライン会議システ
ムを活用して、リモートによる面接指導を実
施。

 対象者との問診票のやりとりも、医師の面
接指導へ円滑に繋がるように、事前にメール
にて実施。

■オンライン会議システムの活用【大阪府】

 パソコン立ち上げ時の画面にポップアップとして、
産業医の資格を持つ相談員との面接制度
（面接時間や制度の利用方法等）が表示さ
れるように変更し、常日頃から職員の目に留ま
るよう、制度を周知。

■庁内LAN等を活用した長時間労働による健康障害防止への意識啓発【愛知県小牧市】

 PCポップアッ
プイメージ

 長時間勤務等によるメンタルヘルス不調の発生や悪化を防止するため、ストレスチェック結果を集団ごとに集計・分析し、
その集団分析結果を職場環境の改善に積極的に活用することが重要

 長時間勤務により心身の健康が損なわれるリスクが高い状況にある職員を見逃さないようにするため、医師による面接指
導等の必要な措置を確実に実施することが重要

18

《地方公共団体における医師による面接指導の実施率向上に向けた取組》



◎：主たる実施者、○：実施者／関与者

全庁的な取組体制によるメンタルヘルス対策の継続的・計画的な実施について

19
出典：令和４年度総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会報告書（メンタルヘルス対策に関する計画（例）より）

《メンタルヘルス対策の推進体制（イメージ）》 《予防段階別の４つのケアの具体的な取組とその実施者》

 メンタルヘルス不調の要因は様々であり、その対策は多岐にわたるため、組織のトップである知事・市町村長のリーダーシップ
の下、人事担当部局のみならず各部局、職場内外の医師、保健スタッフ等が連携した全庁的な体制を確保し、メンタルヘル
ス不調の予防から再発防止までの各段階に応じて、継続的かつ計画的に取り組むことが重要



各種ハラスメント防止のため事業主（地方公共団体）が講ずべき措置

１. 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

２. 相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

３. 職場におけるハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応

４. １～３までの措置と併せて講ずべき措置

⑴ 職場におけるハラスメントの内容・ハラスメントがあってはならない旨の方針を明確化し、
管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

⑵ ハラスメントの行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等
の文書に規定し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

⑶ 相談窓口をあらかじめ定めること。

⑷ 相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。また、広く相談
に対応すること。

⑸ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること。

⑹ 事実確認ができた場合には、速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと。

⑽ 相談したこと、事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な取扱いを行っては
ならない旨を定め、労働者に周知・啓発すること。

⑼ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること。

⑻ 再発防止に向けた措置を講ずること。（事実が確認できなかった場合も同様）

⑺ 事実確認ができた場合には、行為者に対する措置を適正に行うこと。

※マタニティハラスメント対策では「業務体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者その他の労働者の
実情に応じ、必要な措置を講ずること。」も講ずべき措置に含まれる

追加的な対応内容
（国（人事院規則等）の取組 ）

①自らの雇用する労働者以外の者に
対する言動に関する取組
（他の事業主が雇用する労働者、求職者、フリーランス等）

パワハラ・セクハラ

② 他の事業主の雇用する労働者や顧客
等からの著しい迷惑行為 （いわゆるカス

タマーハラスメント等） に関する取組

パワハラ

③ 他の行政機関の職員からハラスメント
を受けた場合の、当該職員の任命権
者への調査要請・指導等の求め

④ 他の行政機関から③の求めがあった
場合の必要な協力

⑤ 人事委員会・公平委員会への苦情相
談が可能な旨の周知

法律（※）に基づき講ずべき措置
（厚生労働大臣指針）

※ 関係法律
○パワーハラスメント ○妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント
・労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和41年法律第132号） ・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）

○セクシュアルハラスメント ・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）
・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号） 20



地方公共団体における各種ハラスメント対策の取組状況

21

【調査対象】都道府県、指定都市及び市区町村（首長部局）
【調査時点】令和４年６月１日現在

全体 パワーハラスメント セクシュアルハラスメント
妊娠、出産、育児又は介護
に関するハラスメント

全て措置
一部又は全て
未措置 ※２

全て措置
一部又は全て
未措置

全て措置
一部又は全て
未措置

全て措置
一部又は全て
未措置

都道府県
(47団体)

今回 47(100%) － 47(100%) － 47(100%) － 47(100%) －

前回 47(100%) － 47(100%) － 47(100%) － 47(100%) －

指定都市
(20団体)

今回 20(100%) － 20(100%) － 20(100%) － 20(100%) －

前回 20(100%) － 20(100%) － 20(100%) － 20(100%) －

市区町村
(1,721団体)

今回 1,207(70.1%) 514(29.9%) 1,334(77.5%) 387(22.5%) 1,380(80.2%) 341(19.8%) 1,217(70.7%) 504(29.3%)

前回 963(56.0%) 758(44.0%) 1,148(66.7%) 573(33.3%) 1,217(70.7%) 504(29.3%) 982(57.1%) 739(42.9%)

全体
(1,788団体)

今回 1,274(71.3%) 514(28.7%) 1,401(78.4%) 387(21.6%) 1,447(80.9%) 341(19.1%) 1,284(71.8%) 504(28.2%)

前回 1,030(57.6%) 758(42.4%) 1,215(68.0%) 573(32.0%) 1,284(71.8%) 504(28.2%) 1,049(58.7%) 739(41.3%)

○ 各種ハラスメント防止のための措置の実施状況は、都道府県及び指定都市では、既に全団体で措置が講じられている（※１）一方、市区町村に
おいては、前回調査から措置を講じた団体数が増加しているものの、必要な措置が講じられていない団体が約３割と未だに多く見られる。

※２ 一部又は全て未措置の団体の対応予定時期

※１ ここでいう「措置が講じられている」とは、規程の策定等により、ハラスメントに関して職員からの相談に応じ、適切に対応するために必要な
体制を整備することをいう。

一部又は全て
未措置

令和４年12月末
までに全て措置

令和５年３月末
までに全て措置

未定

514団体 75団体(14.6%) 437団体(85.0%) 2団体(0.4%)



自治体取組事例（ハラスメント対策①）
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出典：地方公務員におけるダイバーシティ・働き方改革推進のためのガイドブック（令和２年３月）



自治体取組事例（ハラスメント対策②）

23

■ カスタマーハラスメント対策

➢「職場環境を悪化させる行為の防止及び対応に関する指針」及び運用要領

（平成29年10月（令和２年６月改訂）岐阜県総務部人事課）

出典：ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会（第11回）佐賀県説明資料



自治体取組事例（働きやすい職場環境の整備①）
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出典：ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会（第９回）鹿児島県説明資料



自治体取組事例（働きやすい職場環境の整備②）
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出典：ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会（第９回）神戸市説明資料



職員のエンゲージメントの把握

26出典：地方公共団体における人材マネジメント推進のためのガイドブック（令和５年３月）



自治体取組事例（職員のエンゲージメントの把握①）

27出典：地方公共団体における人材マネジメント推進のためのガイドブック（令和５年３月）



自治体取組事例（職員のエンゲージメントの把握②）

28出典：地方公共団体における人材マネジメント推進のためのガイドブック（令和５年３月）
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